
平成１８年１１月 経営協議会議事録（案） 
 
Ⅰ．日 時 平成１８年１１月１４日（木） １５時００分～１７時４５分 
  
Ⅱ．場 所 柏の葉キャンパス シーズホール 
 
Ⅲ．出席者 古在学長，早川，伊集院，有馬，清水，井上，後藤，赤田，福島，天野，

宮崎，安田，藤澤（武），山口，石垣，各委員 
（欠席：岡田，茂木，石橋，堀，藤澤（英）各委員） 

 
Ⅳ．前回経営協議会議事録について 
   原案のとおり承認された。 
 
Ⅴ．審議事項 
 １．平成１８年度予算の補正について 
    学長から，平成１８年度予算の補正について審議願いたい旨提案があった後，

福島理事から，補正予算の概要，使途計画等について資料に基づき説明があっ

た。 
    主な意見は次のとおり 
    ○人件費の減額補正となるが，来年度の運営費交付金に影響はないか。 
    ◎特段の影響はないと考えている。 
 
２．常勤役員の期末特別手当（ボーナス）について 
    学長から，平成１８年１２月期における常勤役員の期末特別手当（ボーナス）

については，定額（職務実績による増減を行わない）を支給することとしたい

旨提案があった。 
 
Ⅵ．報告事項 
 １．国立大学法人評価委員会による平成１７年度評価の結果について 
    天野理事から，国立大学法人評価委員会による平成１７年度評価の結果につ

いて，資料に基づき報告がった。 
    主な意見は次のとおり 
    ○「改革推進状況」の「具体的取組例」に千葉大学の名前がなかった。 
    ◎本学においても同様の実績があるケースもあるが，報告の書き方や日頃の

アピール等の影響のためではないか。 
 
 ２．国立大学法人千葉大学と千葉県との連携に関する協定について 
    天野理事から，本学と千葉県との連携に関する協定の締結について，資料に

基づき報告があった。 
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    主な意見は次のとおり 
    ◎今後，知事と学長の共通的な課題に取り組んでいくことになる。 
    ◎県内の医師不足対策については，大学としてもサポートしたいと考えてい

る。 
    ○他の地域では，県が奨学金等を支給して，医師の確保に努めている事例も

ある。 
 
 ３．千葉大学地域観光創造センターの設置について 
    宮崎理事から，本学の地域観光創造センターの設置計画について，資料に基

づき報告がった。 
    主な意見は次のとおり 
    ◎観光に関する教育・研究を推進するため，本センターを設置する。 
    ◎地域観光創造センターは，専任教員を置かない組織になる。 

○政府でも観光産業の振興のため，「ようこそジャパン」のキャンペーンに取

り組んでいる。 
    ○サスティナブル・ツーリズムの概念は大切である。日本にはホテルに関す

る学校がない。「ホテル学」も検討してはいかがか。 
    ◎観光に関連する授業を，現に，複数の学部の教員が連携して実施している。 
 
 ４．教員による自己目標・評価について 
    宮崎理事から，本学での教員による自己目標・評価の実施について，資料に

基づき報告がった。 
    主な意見は次のとおり 
    ○「部局長は，提出された内容を検討･･･教員に対して指導助言を行うことが

できる」ではなく，「助言指導を行うこと」又は「助言指導を行うべきであ

る」とするような取組みが必要ではないか。 
    ○部局長同士も，互いに評価し合うべきではないか。 
    ○全学一律の評価項目の設定は，なかなか難しいであろう。 
    ○部局長の任期は短すぎる。現在の任期で，長期的な計画が考えられるのか。 
    ◎システムの構築は，試行の繰返しを重ねることによってできていく。 
 
 ５．授業料免除について 
    宮崎理事から，本年度前期授業料免除認定の際に誤りが生じた経緯及びその

対応について，資料に基づき報告があった。 
 
 ６．千葉大学における経費節減及び増収について 
    福島理事から，本学が取り組んでいる経費節減及び増収の状況について，資

料に基づき報告があった。 
 
 ７．千葉大学基金について 



    福島理事から，本学基金の設立準備状況について，資料に基づき報告があっ

た。 
 
 ８．附属病院の現状と課題について 
    藤澤理事から，本学附属病院の現状及び看護職員・診療要員の確保等，今後

の課題について，資料に基づき報告があった。 
 
 ９．組織・人員計画委員会基本方針報告について 
    安田理事から，本学の組織再編と定員削減にむけての基本方針（組織・人事

計画委員会答申）について，資料に基づき報告がった。 
    主な意見は次のとおり 
    ○大学の基本戦略を決めないで削減を進めると，大学が活性化しなくなる。 
    ◎学部の再編は大変なエネルギーを要し，得策ではない。 
    ○教養部改組の際に生じたアンバランスが考慮されていない。 
    ◎過去の経緯はあるが，今後，より良い教養教育を行うために，本計画を実

施したい。 
    ◎運営費交付金の削減，地域手当等の経費負担に対応していかなければなら

ない。 
 
Ⅶ．その他 
１．平成１８年度重点実施事項の進捗状況及び今後の方針について 
   本件については，次回の経営協議会において報告することとなった。 
 

以 上 


